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1.　はじめに

公共工事の現場では，予算の単年度主義の影響
もあって，同一年度内の時期に応じて工事量の多
寡に大きな差が生じ（図－ 1），働き方改革の観
点では，繁忙期には業務量の集中によって長時間
労働や休日取得の困難といった悪影響を生じさせ
る一方，閑散期には技能労働者をはじめとする従
事者の仕事量の減少に伴う収入減を招く要因にも
なります。こうしたことは，安定的な雇用や設備
投資，ひいては企業の安定的な経営を困難にさ
せ，そのしわよせが労働者の処遇面にも及んでい
くことになります。また，生産性や効率的な人材
や資機材の運用という観点からも問題です。

こうした悪循環を改善し，人材・資機材の効率

的な運用や安定的な施工を確保するためには，計
画的な発注や施工時期の平準化が重要であり，公
共工事の品質確保の促進に関する法律（以下，「公
共工事品確法」という）等にも，発注者の責務と
して施工時期の平準化が位置付けられています。
そのため国土交通省の発注工事では，国庫債務負
担行為（以下，「国債」という）や繰越制度，余
裕期間制度の活用により，年度をまたぐ場合も含
めて適切・柔軟に工期を設定するなどして，施工
時期の平準化等を進めるとともに，その取組を地
方自治体にも共有し，さらに平準化の状況を指標
化して公表するなど取組の促進を図っているとこ
ろであり，本稿ではこうした取組を紹介します。

2.　施工時期の平準化

国土交通省では，施工時期の平準化を図るた
め，国債の積極的な活用や繰越制度の適切な活用
を図っています。最初に述べたように，予算が単
年度主義であるため，発注者の多くが発注年度内
に工事を終えなければならないと考え，従来，年
度をまたぐ工事は工期が長い工事に限定され，そ
れ以外の工事の工期末が年度末に集中するなど，
月ごとの工事量の偏りが大きくなっていました。

事業の進捗や，例えば出水期・積雪時期を避け
て工事をする必要がある場合などの条件によって

施工時期の平準化の推進
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図－ 1　公共工事の稼働件数の推移（イメージ）
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は，工期が短くても年度をまたいで施工すること
が適当な場合があります。国土交通省では，平成
27 年度予算から，工期の長短によらず適正な工
期を確保するために，国債（2 か年国債）を活用
しています。

また，国債のうち初年度に支出が伴わないもの
を「ゼロ国債」と呼んでいますが，従来，年度末
近くに成立する補正予算で設定されてきたゼロ国
債を，平成 29 年度予算からは当初予算でも設定
しています。これにより，当初予算の編成段階
で，必要な箇所等についてはゼロ国債も含めた国
債設定により年度をまたぐ工期設定ができるよう
になるとともに，従来の補正ゼロ国債よりも早い
契約が可能となりました（図－ 2）。

なお，こうした平準化に資する国債設定は，直
轄事業だけでなく補助事業でも可能です。補助事
業においても国債の活用による平準化が進むこと
が期待されます。

加えて直轄事業では，各年度の事業を実施する
中で生じた変更事由等により工事発注の遅れその
他の事業執行上の課題等が生じた場合に，年度を
またいだ工事契約の柔軟な締結を可能にするた
め，状況に応じて機動的に活用可能な国債（以
下，「機動的国債」という）を設定しています。
これにより，平準化に資することや繰越手続き等
の事務手続きの負担が軽減されることを期待して
います。

このほか，当初は年度内に完了する予定で発注
した工事が，悪天候等の自然状況や関係機関等と
の調整等の事情により遅れが生じたような場合
に，無理に年度内に工事を終わらせることを避け
るための翌債（繰越）制度も平準化に寄与するも
のとして活用されています。

さらに，受注者側の観点から平準化を図る取組
も重要であり，この観点から人材や資機材の確保
を円滑に行えるよう，工事着手の始期日を一定の
期間内において受注者が選択できる「余裕期間制
度」を積極的に活用することとしています。

このような取組により，閑散期となる 4 月から
6 月の工事量の落ち込みの改善，施工時期の平準
化を進めています。平準化の状況を示す指標とし
て，一般的に工事の閑散期とされる 4 月から 6 月
における工事の平均稼働件数を年間の平均値で割

図－ 2　国庫債務負担行為の活用

図－ 3　近年の工事の平準化率
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り算した数値を「平準化率」と呼んでおり，これ
が 1 に近いほど平準化されていることになります
が，国発注の工事では令和 2 年度における平準化
率が 0.84，都道府県発注では 0.78，市町村発注で
は 0.60 などとなっています（図－ 3）。

3.　調査・設計業務の履行期間の
平準化

令和元年度に改正された公共工事品確法では，
測量，地質調査その他の調査及び設計（以下，「調
査・設計業務」という）も公共工事に関する調査
として法律の対象として位置付けられ，実施時期
の平準化のための取組等が発注者の責務として規
定されました。調査・設計業務についても，予算
の単年度主義の影響により履行期限が年度末に偏
るなど，平準化が必要な状況となっており，繰越
明許費や債務負担行為の活用により，履行時期の
平準化を図ることとされています。

令和 3 年度に実施された公共工事品確法に基づ
く令和 2 年度の実態調査によれば，履行期限の設
定について，都道府県，指定都市では約 3 割，特
殊法人等，市区町村では約 4 割が第 3 四半期以前
であるのに対し，国では第 3 四半期以前の履行期
限は約 2 割にとどまっており，むしろ国発注の業
務において課題となっています（図－ 4）。

年間を通じた業務量の偏りは，調査・設計業務
に従事する者の長時間労働や休日の取得しにくさ
等につながるおそれがあり，ウィークリースタン
スや業務スケジュール管理表の活用による履行期
間の適正な管理に加えて，年度当初からの予算執
行の徹底，繰越明許費の適切な活用，債務負担行
為の積極的な活用等により，適正な履行期間を確
保しつつ，業務の履行時期の平準化を推進してい
く必要があります。

国土交通省の直轄事業においては，2．でご紹
介した平準化に資する国債や機動的国債の設定
を，業務（測量設計費）についても可能としてお
り，国債を活用した適切な履行期間の設定を通じ
て，平準化の推進を図ることとしています。

4.　補正予算を活用した国債設定
（事業加速円滑化国債）

災害復旧等の事業や，令和 2 年 12 月に閣議決
定された「防災・減災，国土強靱化のための 5 か
年加速化対策」に基づく事業の着実・円滑な実施
のため，令和 3 年度補正予算から，補正予算を活
用した国債の新たな運用（事業加速円滑化国債）
を行っています。これは，平準化にも資する取組
であるためご紹介します。

災害復旧等事業や 5 か年加速化対策事業の中に
は，橋梁の整備や復旧，河川の樋門・樋管等の改
築など，複数年の工期が必要な工事が含まれます
が，これらを補正予算で実施しようとした場合，
補正予算の成立時期による工期の制約や，これま
で補正予算ではいわゆる「ゼロ国債」を除き国債
の設定がほとんどなかったことなどから，複数年
にまたがる工事が実施しにくいことが課題でし 
た。

そこで今回，補正予算でも適正な工期による工
事発注を可能とし早期に事業の効果を発現させる
ため，補正予算において国費付きの国債を設定す
ることとしました。

通常であれば翌年度の当初予算で設定された国

図－ 4　  業務に関する履行時期の平準化の状況 
（発注業務の納期の四半期別分類）
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債による契約で実施していた工事を，補正予算で
設定した国債により契約することで実施を前倒し
するとともに，3 か年以上の国債の設定にあた
り，災害復旧等事業や 5 か年加速化対策事業等は
2 年目以降も補正予算で措置される場合も想定さ
れるため，支払方法等の工夫として，部分払いの
支払時期を次年度以降の予算措置の状況により変
更できることとしました。

また，補正予算で設定する 2 か年国債による発
注も行っています。年度末に成立する補正予算で
は，翌債（繰越）承認を得て発注していた工事が
多く，工期が最大でも翌年度末までの 1 年程度で
したが，国債とすることで翌年度末を超えても事
故繰越とならないことから，より一層，必要とさ
れる規模や工期の工事が発注しやすくなると考え
ています。

また，補正予算での対応が難しい，手続きに長
期間を要する WTO 協定等対象工事等も含め，
より一層円滑な執行ができるよう，令和 4 年度当
初予算では，当初予算で設定する国債により契約
し，補正予算を活用して支払いを行う運用も行う
予定です。当初予算で設定した国債（ゼロ国債等）
により発注することで，補正予算の成立時期に左
右されず契約手続きが可能となり，WTO 協定等
対象工事においても補正予算を活用した支払いが
可能になるものです。

当初予算，補正予算によらず，必要な工事を適
正な工期を確保した上で発注できるようにする仕

組みとして導入された「事業加速円滑化国債」を
活用し，より一層円滑な事業執行を進めていきた
いと考えており，こうした取組が施工時期の平準
化にもつながるものと考えています（図－ 5）。

5.　新・全国統一指標の設定を通じた
発注者間の連携，取組の促進

施工時期や履行期間の平準化を含めた建設現場
の働き方改革には，国のみならず，地方自治体の
発注工事や業務における取組も重要であり，地方
自治体に対し国の取組を共有し，平準化に資する
取組を促すとともに，平準化率を指標として可視
化し，また，地域ごとに発注者としての目標値を
設定する取組を進めているところです。

具体的には，地方ブロックごとに設定されてい
る地域発注者協議会の場で，平準化等の取組につ
いて情報共有を図るとともに，「新・全国統一指標」
として工事や業務の「地域平準化率」を地域ごと，
発注機関ごとに公表し，さらに令和 6 年度におけ
る目標値をそれぞれ設定して毎年フォローアップ
していくこととしています。それぞれの地域や発
注機関ごとに数値が分かることにより，自らの取
組状況をそれぞれの発注者が認識でき，協議会に
おいて取組事例の共有や議論等により，お互いの
取組を高めていくことを期待しているものです。

新・全国統一指標の公表は令和元年度分の実績
から行っており，令和 4 年 1 月には，2 年目とな

図－ 5　事業加速円滑化国債のイメージ
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る令和 2 年度分の全国の実績を公表しました。地
域平準化率については，工事，業務とも，地域に
よって数値が向上した地域も低下した地域もあ
り，全国的に必ずしも改善の傾向とはなっていま
せん。平準化率は災害の発生や補正予算の状況等
にも影響を受けるものであるため，単年度の数値
だけで取組状況が評価できるものではありません

が，地域ごとに平準化率の変化の要因を分析いた
だき，今後の取組に活かしていただくことが重要
と考えています（図－ 6，7）。

引き続き，発注者間でもこうした情報共有・連
携を行いながら，施工時期の平準化を一層推進し
ていきたいと考えています。

図－ 6　工事の地域平準化率

図－ 7　業務の地域平準化率（第 4四半期納期率）
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